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■  最近5年間の主要な経営指標の推移

　 項 　 目 　

経 常 収 益（ 百 万 円 ）

経 常 利 益（ 百 万 円 ）

当 期 純 利 益（ 百 万 円 ）

出 資 総 額（ 百 万 円 ）

出 資 総 口 数（ 千 口 ）

純 資 産 額（ 百 万 円 ）

総 資 産 額（ 百 万 円 ）

預金積金残高（百万円）

貸 出 金 残 高（ 百 万 円 ）

有価証券残高（百万円）

単体自己資本比率（％）

出資に対する配当金（1口あたり円）

役 員 数 （ 人 ）

　うち常勤役員数（人）

職 員 数 （ 人 ）

会 員 数 （ 人 ）

令和元年度

3,856

346

331

505

1,010

14,525

321,335

304,417

130,041

119,830

9.95

20

11

8

240

20,008

平成30年度

3,901

363

291

508

1,017

15,781

319,647

300,610

131,542

122,100

10.29

20

11

8

244

19,534

平成29年度

4,062

588

569

508

1,017

15,205

322,293

303,588

132,509

126,395

10.20

20

11

8

254

19,070

令和3年度

3,711

678

502

496

992

15,190

340,976

323,546

137,519

126,720

10.20

20

11

8

242

20,717

令和2年度

3,778

504

378

500

1,000

15,839

336,626

318,066

138,327

122,729

10.24

20

11

8

235

20,445

最近5年間の主要経営指標の推移

事業の概況

1

最
近
5
年
間
の
主
要
経
営
指
標
の
推
移

HANDA SHINKIN BANK REPORT : 2022



■  資金運用収支の内訳

■  業務粗利益

資 金 運 用 収 支

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

役務取引等収支

役務取引等収益

役務取引等費用

その他業務収支

その他業務収益

その他業務費用

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

（単位：千円）

資 金 運 用 勘 定

貸 出 金

預 け 金

有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

預 金 積 金

借 用 金

注：資金運用勘定は無利息預け金（日銀当座付利分は除く）の平均残高（令和2年度150百万円、令和3年度163百万円）を、控除して表示しております。

■  受取利息及び支払利息の増減

受 取 利 息

貸 出 金

預 け 金

有 価 証 券

支 払 利 息

預 金 積 金

借 用 金

期 末 残 高

期 末 残 高

うち

うち

うち

うち

令和3年度令和3年度 令和3年度

329,986

137,243

67,595

123,246

321,953

321,612

340

3,045,715

1,748,609

76,499

1,188,307

59,805

58,987

818

0.92

1.27

0.11

0.96

0.02

0.02

0.24

令和2年度令和2年度 令和2年度

318,614

133,510

62,743

120,928

310,772

310,398

374

2,962,750

1,688,810

72,634

1,170,581

86,231

85,333

897

0.93

1.26

0.11

0.96

0.02

0.02

0.24

令和3年度 令和3年度 令和3年度

104,755

47,480

5,439

22,325

3,227

3,207

△ 79

△ 21,790

12,318

△ 1,575

△ 4,600

△ 29,653

△ 29,553

0

82,964

59,799

3,864

17,725

△ 26,425

△ 26,345

△ 79

令和2年度 令和2年度 令和2年度

266,323

65,280

18,354

△ 73

4,644

4,620

△ 79

△ 276,518

△ 14,218

△ 22,898

△ 56,346

△ 23,722

△ 23,616

△ 2

△ 10,195

51,062

△ 4,544

△ 56,420

△ 19,078

△ 18,995

△ 82

令和3年度

2,985,909

3,045,715

59,805

19,234

368,758

349,524

101,796

126,763

24,967

3,106,940

0.94%

令和2年度

2,876,519

2,962,750

86,231

24,297

390,637

366,340

7,526

216,000

208,474

2,908,342

0.91%

平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

残高による増減 （千円） 利息による増減 （千円） 純増減 （千円）

■  業務純益

業 務 純 益

実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く）

（単位：千円）

令和3年度

620,534

620,534

544,554

521,727

令和2年度

364,178

364,178

367,330

358,478

注：１.業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）  
　　業務費用には、例えば人件費のうち役員賞与等のような臨時的な経費等を
　　含まないこととしています。
　　また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰
　　入額（または取崩額）を含みます。
　 ２.実質業務純益＝業務純益＋－般貸倒引当金繰入額  
　　実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたも
　　のです。  
　 ３.コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益  
　　国債等債券損益は、国債等債権売却益、国債等債券償還益、国債等債券売
　　却損、国債等債権償還損、国債等債権償却を通算した損益です。

経営指標の推移

主要業務の状況を示す経営指標
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■  利益率及び利鞘 （単位：％）

総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 利 益 率
資金運用利回り（A）
資金調達原価率（B）  
総資金利鞘（A）-（B） 

0.20
0.14
0.92
0.79
0.13

令和3年度
0.15
0.11
0.92
0.84
0.08

令和2年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  経常（当期）利益注：総資産経常（当期）利益率 ＝　　　  　　　　　　　　　　　　    ×100　　　　　　　　　　　　　　 総資産（除く債務保証見返）平均残高
この比率は資産規模に対する利益の比率をみる指標であり、
一般的にROA（Return On Asset）と呼ばれています。

経営指標の推移

流 動 性 預 金
う ち 有 利 息 預 金
定 期 性 預 金
うち固定金利定期預金
変動金利定期預金

そ の 他
　 計 　
譲 渡 性 預 金
合 計

153,635
136,208
167,082
157,520

6
894

321,612
ー

321,612

■  預金・譲渡性預金の平均残高 （単位：百万円）

注：1.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2.定期性預金＝定期預金＋定期積金
固定金利定期預金…預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金…預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

令和3年度
140,480
123,878
169,072
159,608

6
845

310,398
ー

310,398

令和2年度

預金に関する指標

20,000

16,000

12,000

8,000

4,000

0

令和3年度令和2年度

17,02816,740
8,000

6,000

4,000

2,000

0

令和3年度令和2年度

7,2377,280

一店舗当たり預金残高 一店舗当たり貸出金残高 （単位：百万円）（単位：百万円）

■  預貸率 （単位：百万円）

貸出金（期末残高）（A）
預　金（期末残高）（B）
　　　　　　（ A / B ）
　　　　　期中平均

137,519
323,546
42.50%
42.67%

令和3年度
138,327
318,066
43.49%
43.01%

令和2年度

預貸率

■   経費の内訳 （単位：千円）

人 件 費
報 酬 給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
そ の 他
物 件 費
事 務 費

旅 費・交 通 費
通 信 費
事務機械賃借料
事 務 委 託 費

固 定 資 産 費
土地建物賃借料
保 全 管 理 費

事 業 費
広 告 宣 伝 費
交際費・寄贈費・諸会費

人 事 厚 生 費
減 価 償 却 費
そ の 他
税 金
合 計

1,619,701
1,281,767
146,017
191,917
793,971
279,202

776
41,354
225

170,559
191,919
52,013
102,038
51,094
16,775
14,950
22,256
157,172
92,327
92,703

2,506,377

令和3年度
1,648,017
1,298,798
158,146
191,072
858,594
319,869
1,114
45,244
204

187,470
206,592
54,141
115,392
56,720
23,271
14,203
17,412
163,461
94,537
54,282

2,560,894

令和2年度

うち

うち

うち

経
営
指
標
の
推
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貸出運営についての考え方

当金庫は、「地域の皆さまとともに、地域社会の発展に貢献する」という経営理念に基づいて信用金庫の公共的使命を踏まえな
がら、小口・多数者利用の原則に基づいて、広く中小企業者の方々や個人の方々の為の金融機関として、幅広いお客さまの様々な
金融ニーズに、迅速･的確にお応えするよう努めております。
地元中小企業事業者の方々に対しては、健全なる発展を願い、事業に必要な設備資金や運転資金を、また地元個人の皆さまに
は、豊かな生活実現へのお手伝いの一貫として、住宅資金、教育資金、自動車購入資金等、生活文化の向上に役立つための資金を
融資するなど、地域金融機関としての役割を果たしていきたいと考えております。
地域経済の活性化に貢献すべく、お客さまとの取引関係を強化し、新規お取引先の獲得等により、より多くの地域の皆さまの
健全な資金需要にお応えするよう資金の提供を行なっていきます。また、良質な貸出資産の積極的な積上げに努め、健全経営を
堅持しつつお客さまの信頼にお応えするように努めております。
今後とも、長期安定資金貸出、信用保証協会保証付貸出、住宅ローン、個人向け各種ローンなど豊富な金融商品をそろえ、お客
さまの多様化する資金ニーズにキメ細かくお応えしていきたいと考えております。

■  貸出金業種別内訳

275
9
4
1

515
17
16
45
256
14
439
668
8

5,368
7,635

10,300
179
45

1,046
13,386
999
160
1,313
6,984
1,738
30,851
13,941
2,154
54,413
137,519

7.5
0.1
0.0
0.8
9.7
0.7
0.1
1.0
5.1
1.3
22.4
10.1
1.6
39.6
100.0 

製 造 業
農 　 業
漁 　 業
鉱 　 業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業
卸 売 業 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
サ ー ビ ス 業
地 方 公 共 団 体
個 　 　 人
合 計

種 類 令和3年度
269
8
5
1

498
16
13
44
251
11
433
651
8

5,461
7,669

10,321
200
55

1,076
13,486
749
159
1,400
6,450
927

30,863
14,741
2,510
55,381
138,327

7.5
0.1
0.0
0.8
9.7
0.5
0.1
1.0
4.7
0.7
22.3
10.7
1.8
40.1
100.0 

令和2年度 令和3年度令和2年度 令和3年度令和2年度
貸出先数（先） 貸出金残高（百万円） 構成比（％）

■  貸出金使途別内訳

90,818
46,700
137,519

66.0
34.0
100.0

設 備 資 金
運 転 資 金
合      計

令和3年度末令和2年度末 令和3年度末令和2年度末
91,904
46,423
138,327

66.5
33.5
100.0

残高（百万円） 構成比（％）

貸出運営について

■  貸出金平均残高 （単位：百万円）

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
合      計

505
2,902

126,580
7,254

137,243

令和3年度
807
2,979

122,739
6,984

133,510

令和2年度

■  個人ローン残高の内訳 （単位：百万円）

住 宅 ロ ー ン
マ イ カ ー ロ ー ン
カ ー ド ロ ー ン
そ の 他 ロ ー ン
合      計

50,013
651
913
1,473
53,050

令和3年度
51,080
629
913
1,411
54,033

令和2年度

■  貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

当 金 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
不 動 産
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合      計

1,326
322

42,110
36,545
37,511
19,702
137,519

令和3年度
1,389
340

42,700
36,556
39,499
17,842
138,327

令和2年度
■  代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

信 金 中 央 金 庫
日 本 政 策 金 融 公 庫
独立行政法人住宅金融支援機構
年 金 資 金 運 用 基 金
独立行政法人福祉医療機構
そ の 他
合      計

0
46
493
39
0
5

584

令和3年度
0
47
593
50
0
11
701

令和2年度

■  貸出金残高 （単位：百万円）

固 定 金 利 貸 出 金
変 動 金 利 貸 出 金
合  　　　     計

90,593
46,926
137,519

令和3年度
95,936
42,391
138,327

令和2年度

■  債務保証見返の担保別内訳 （単位：百万円）

不 動 産
信 用 他
合      計

27
30
58

令和3年度
31
38
69

令和2年度
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（単位：百万円）

■  有価証券の残存期間別残高
（単位：百万円）

■  有価証券の種類別の平均残高

注：1.預金には定期積金及び譲渡性預金を含んでおります。
2.国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

令 和 2 年 度

令 和 3 年 度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外国証券

投資信託

その他の証券

1年以内 1 0 年 超 合 計1 年 超
3年以内

3 年 超
5年以内

5 年 超
7年以内

7 年 超
10年以内

期間の定め
のないもの

1,710

1,408

2,719

205

2,834

4,615

ー

ー

600

1,302

ー

77

1

ー

2,239

809

2,393

3,703

9,203

7,378

ー

ー

3,615

4,579

76

92

3

ー

ー

ー

4,356

4,570

8,270

9,740

ー

ー

3,526

3.920

579

2,088

ー

ー

ー

ー

3,618

2,540

9,160

9,947

ー 

ー

3,069

2,680

3,328

1,489

ー

ー

592

1,172

1,793

1,760

11,717

12,055

ー 

ー

4,503

3,746

1,359

1,256

ー

ー

3,720

4,606

2,645

2,375

22,161

22,629

ー 

ー

5,525

5,342

93

87

ー

ー

ー

ー

ー

ー 

100

100

2,498

2,856

ー

ー

4,295

7,205

309

319

8,263

7,995

17,527

15,156  

63,448

66,466

2,498

2,856

20,840

21,572

9,732

12,297

313

319

科        目

国    債

地   方   債

社    債

株 　 　 式

外 　 国 　 証 　 券

そ の 他 の 証 券

合 　 計

令和3年度

7,312

16,309

64,615

2,290

21,136

11,582

123,246

令和2年度

7,527

20,923

61,487

1,853

20,196

8,940

120,928

■  預証率
（単位：百万円）

126,720

323,546

39.16%

38.32%

122,729

318,066

38.58%

38.95%

有価証券（期末残高）（A）

預　金（期末残高）（B）

（ A / B ）

期 中 平 均

項 目

預証率

令和3年度令和2年度

有価証券

5
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■  信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ取引）

■  有価証券の時価情報

■  金銭の信託の時価情報

1.売買目的有価証券
　該当する取引はありません。

2.満期保有目的の債券

　該当する取引はありません。

1.運営目的の金銭の信託
　該当する取引はありません。

3.その他の金銭の信託
　該当する取引はありません。

2.満期保有目的の金銭の信託
　該当する取引はありません。

種 類
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計

貸借対照表計上額
4,085
300
540
4,925
888
ー

1,100
1,988
6,913

時価金額
4,108
303
555
4,967
885
ー

1,088
1,973
6,941

差　額
22
3
15
41
△3
ー

△11
△14
27

貸借対照表計上額
5,481
300
1,016
6,797
ー
ー
800
800
7,597

時価金額
5,535
306
1,041
6,882
ー
ー
787
787
7,670

差　額
53
6
25
84
ー
ー

△12
△12
72合　　計

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

令和3年度令和2年度
（単位：百万円）

注：１.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。    
2.上記の「その他」は、外国証券及び買入金銭債権です。    
3.市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。    

非 上 場 株 式
信金中金出資金
組 合 出 資 金
合　　計

4.市場価格のない株式等及び組合出資金
令和3年度

（単位：百万円）

51
1,221

4
1,276

104
1,221

3
1,329

令和2年度

3.その他保有目的の有価証券

貸借対照表計上額
1,946
53,738
5,763
7,838
40,137
9,715
65,400
909

30,606
2,232
2,345
26,028
23,679
55,195
120,596

取得原価
1,253
52,046
5,381
7,550
39,114
9,090
62,390
1,002
30,868
2,283
2,354
26,230
24,629
56,499
118,890

差　額
692
1,692
381
288
1,022
624
3,010
△92
△261
△50
△9

△201
△950
△1,303
1,706

貸借対照表計上額
1,828
69,548
7,769
12,046
49,732
16,792
88,169
669

13,909
493
ー

13,416
12,901
27,480
115,649

取得原価
1,203
67,391
7,299
11,664
48,426
15,947
84,541
713

13,997
494
ー

13,503
13,128
27,840
112,382

差　額
625
2,157
469
381
1,305
844
3,627
△44
△88
△0
ー

△87
△227
△359
3,267

種 類
株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計
株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

合　　計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

令和3年度令和2年度
（単位：百万円）

注：１.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。    
2.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。    
3.市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
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（ 資 産 の 部 ）

現 金

預 け 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

そ の 他 資 産

未 決 済 為 替 貸

信金中金出資金

前 払 費 用

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

科 目 科 目

■  貸借対照表
（単位：百万円）

注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

第92期
令和4年3月31日現在

第91期
令和3年3月31日現在

 

4,495

67,546

845

126,720

7,995

15,156

66,466

2,908

34,193

137,519

511

3,960

124,976

8,071

1,829

103

1,221

5

299

199

2,522

1,053

1,186

283

49

31

17

58

△611

(△465）

340,976

 

4,254

66,911

622

122,729

8,263

17,527

63,448

2,602

30,886

138,327

690

3,062

127,169

7,405

1,794

132

1,221

5

292

142

2,566

1,099

1,186

280

52

34

17

69

△700

(△550）

336,626

（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
借 用 金
借 入 金
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給付補てん備金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
払 戻 未 済 持 分
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
特 別 積 立 金
（うち土地圧縮積立金）
当期未処分剰余金

処 分 未 済 持 分
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

第92期
令和4年3月31日現在

第91期
令和3年3月31日現在

323,546
6,656

149,997
753
629

154,563
9,363
1,582
317
317
481
155
103
5

109
47
7
0
4
46
86
741
94
21
23
416
58

325,785

496
496

13,461
500

12,961
12,170
(36)
791
△0

13,957
1,232
1,232
15,190
340,976

318,066
6,709

139,789
782
627

158,592
9,724
1,839
350
350
450
142
117
6
72
44
8
0
4
53
86
750
102
18
27
865
69

320,786

500
500

12,979
505

12,474
11,870
（36）
604
△0

13,479
2,360
2,360
15,839
336,626

財務諸表
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■  損益計算書
（単位：千円）

第92期
自 令和  3年4月 1日
至 令和  4年3月31日

第91期
自 令和  2年4月  1日
至 令和  3年3月31日

（単位：千円）

678,025
4,325
4,325
ー

673,700
186,720
△15,641
171,078
502,621
288,859
791,480

504,664
20,329
140

20,189
484,334
132,818
△26,945
105,873
378,461
225,609
604,071

注：記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

■  剰余金処分計算書
第92期

自 令和  3年4月  1日
至 令和  4年3月31日

第91期
自 令和  2年4月  1日
至 令和  3年3月31日

当期未処分剰余金

　 計 　

剰 余 金 処 分 額

利 益 準 備 金

普通出資に対する配当金

（ 配 当 率 ）

特 別 積 立 金

繰越金（当期末残高）

（単位：円）

791,480,780

791,480,780

515,891,032

△3,847,000

19,738,032

（年4%）

500,000,000

275,589,748

604,071,379

604,071,379

315,212,162

△4,680,000

19,892,162

（年4%）

300,000,000

288,859,217

令和3年度における貸借対照表、損益計算書及び
剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、
及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認して
おります。

令和4年6月20日
半田信用金庫

科 目 科 目

科 目

第92期
自 令和  3年4月  1日
至 令和  4年3月31日

第91期
自 令和  2年4月  1日
至 令和  3年3月31日

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息
役 務 取 引 等 収 益
受入為替手数料
その他の役務収益
そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
その他の業務収益
そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
株 式 等 売 却 益
株 式 等 運 用 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補てん備金繰入額
借 用 金 利 息
役 務 取 引 等 費 用
支払為替手数料
その他の役務費用
そ の 他 業 務 費 用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
その他の業務費用
経 費
人 件 費
物 件 費
税 金
そ の 他 経 常 費 用
株 式 等 売 却 損
株 式 等 運 用 損
株 式 等 償 却
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

3,711,087
3,045,715
1,748,609
76,499

1,188,307
32,299
368,758
186,442
182,315
126,763
100,919
25,844
169,849
20,984
108,139
13,394
27,330

3,033,061
59,805
56,952
2,035
818

349,524
70,630
278,893
24,967
4,866
20,074

26
2,506,377
1,619,701
793,971
92,703
92,386
430
ー

75,479
16,477

3,778,554
2,962,750
1,688,810
72,634

1,170,581
30,724
390,637
215,295
175,341
216,000
205,293
10,706
209,166
5,155

196,361
ー

7,649
3,273,890
86,231
82,837
2,496
897

366,340
86,101
280,238
208,474

459
207,986

27
2,560,894
1,648,017
858,594
54,282
51,950
4,393
190
ー

47,365

  古田 明典理事長

当金庫の貸借対照表、損益計算書及び余剰金処分計算書は、
信用金庫法第38条の2の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を
受けております。
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満期保有目的の債券

その他有価証券

当事業年度中に売却したその他有価証券

減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価
証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると
認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業
年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額は、７５百万円（うち、株式 ７５百万円）であります。

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、３９，３９１百万円であります。このうち
契約残存期間が１年以内のものが１２，０１６百万円あります。このうち個人向けカードローン及び総合
口座の当座貸越に係る融資未実行残高は、３７，７９６百万円、このうち契約残存期間１年以内のものが
１０，４２１百万円であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当金庫のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の
拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置を講じております。

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１百万円
退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０５
減価償却費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４
役員退職慰労引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６
賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４
有価証券評価損・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１２
偶発損失引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６
資産除去債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１
固定資産減損損失・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６
未払事業税・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６２
繰延税金資産小計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１２
評価性引当額小計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△５４０
繰延税金資産合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２
繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　
土地圧縮積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３
資産除去債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０
有価証券評価益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７３
繰延税金負債合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８８
繰延税金負債の純額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１６百万円

会計方針の変更
（「収益認識に関する会計基準」の適用）
企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）（以下、「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による財務諸表への影響は軽微であります。
なお、収益認識会計基準第８９項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに
税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等相当額を控除しており
ません。
（「時価の算定に関する会計基準」の適用）
企業会計基準第３０号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日）等を当事業年度の期首から
適用し、時価算定会計基準第１９項及び企業会計基準第１０号「金融商品に関する会計基準」（令和元年
７月４日）第４４－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、
将来にわたって適用しております。

表示方法の変更
信用金庫法施行規則の一部改正（令和２年１月２４日内閣府令第３号）が令和４年３月３１日から施行
されたことに伴い、信用金庫法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

注１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　２．出資１口当たり当期純利益金額　　　　５０５円３９銭
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20.

21.

22.

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他
有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価格のない
株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した
建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　 　　１０年　～４０年
その他　　　　４年　～１０年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用の
ソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリース
資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額に
ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零と
しております。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに
貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績率の過去の一定期間に
おける最大値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先
債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資管理部が資産査定
を実施しております。

賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業
年度に帰属する額を計上しております。

退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に
関する会計基準の適用指針」（平成２７年３月２６日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。
また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金
基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、
当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合
並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
①制度全体の積立状況に関する事項（令和３年３月３１日現在）
年金資産の額 １，７３２，９３０百万円
年金財政計算上の数理債務の額と最低　　　
責任準備金の額との合計額 １，８１７，８８７百万円
差引額 △８４，９５７百万円

②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和３年３月３１日現在）　　　０．２０７５％

③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１７８，４６９百万円であり
ます。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１９年０ヵ月の元利均等定率償却であり、
当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金４０百万円を費用処理して
おります。
なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで
算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える
ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を
計上しております。

役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」
「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務
から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものです。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行業務は、通常、対価の受領と同時期に充足される
ため、原則として、一時点で収益を認識しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除
対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。　
　貸倒引当金　　６１１百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として６．に記載しております。貸倒引当金の算出にあたり、
見積りの要素となる債務者区分は、債務者の実態的な財務内容、資金繰り、収益力や貸出条件及び
その履行状況等を総合的に勘案して検討しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の
判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しており
ます。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響、及び個別貸出先の業績変化等により、当初見積りに
用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす
可能性があります。

理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５９百万円

有形固定資産の減価償却累計額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，５１８百万円

有形固定資産の圧縮記帳額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０百万円

信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであり
ます。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は
一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条
第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証
見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその
有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 ６３６百万円

危険債権額 ４，２７０百万円
要注意債権額 １０２百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額 １０２百万円
小計額 ５，００９百万円
正常債権額 １３２，６１４百万円
合計額 １３７，６２４百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更正手続開始、再生手続開始の申立て等
の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に至ってはいないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権で破綻更生債権及び
これらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本及び利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生
債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及び
これらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される
債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　　　
手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより
受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は５１１百万円であります。

担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券      　　　　　   　　　  ２００百万円
担保資産に対応する債務
日本銀行歳入金等の預金　　　　  ７４４百万円
上記のほか、為替決済及び信金中金借入金取引の担保として、預け金１３，５００百万円ならびに手形
交換決済の保証金として現金１百万円、水道事業担保として現金０．７百万円を差し入れております。

出資１口当たりの純資産額 　　１５，３１３円８７銭

金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）
をしております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業
推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理

当金庫は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、
個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応
など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による融資
協議会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、融資管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに
関しては、経理部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②　市場リスクの管理
　　(ⅰ) 金利リスクの管理

当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、
ALM委員会において決定されたALMに関する方針に基づき、理事会において実施状況の
把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ
分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで理事会に報告しており
ます

　　(ⅱ) 為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

　　(ⅲ) 価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用会議の方針に基づき、理事会の
監督の下、資金運用及び調達規程に従い行われております。
このうち、経理部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定の
ほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
経理部で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の
市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は経理部を通じ、理事会及び資金運用会議において定期的に報告されて
おります。

　　(ⅳ) 市場リスクに係る定量的情報
当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、

「預け金」、「買入金銭債権」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」であります。
当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行規則第１３２条
第１項第５号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に
定める事項」（平成２６年金融庁告示第８号）において通貨毎に規定された金利ショックを
用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的
分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動
金利群に分けて、それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利
変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、
上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合１．００％上昇等）が生じた
場合、対象となる金融商品の時価は７，９８８百万円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の

リスク変数との相関を考慮しておりません。　　　　　　　　
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が
生じる可能性があります。

　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を
考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件

等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を
開示しております。

金融商品の時価等に関する事項
令和４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります

（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、
次表には含めておりません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を
行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。

（2）買入金銭債権
時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（3）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によって
おります。投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２３．から２６．に記載しており
ます。

（4）貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引
当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが
困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前
の額。以下「貸出金計上額」という。）
② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を
市場金利で割り引いた価額

金融負債
(1)預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして
おります。また、定期性預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを
割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する
利率を用いております。

(2)借用金
借用金については、固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の
元利金の合計額を市場金利で割り引いて現在価値を算定しております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の
時価情報には含まれておりません。

（＊１）非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の
時価等の開示に関する適応指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

（＊２）組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用
指針」（令和元年７月４日）第２７項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めが
ないものは含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」が含まれており
ます。以下、２６．まで同様であります。

貸借対照表の注記事項

貸借対照表・損益計算書の注記事項
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（単位：百万円）

(1)預け金
(2)買入金銭債権
(3)有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
(4)貸出金（＊１）
　　　貸倒引当金（＊２）

金融資産計
(1)預金積金
(2)借用金

金融負債計

６７，５４６
８４５

　　　　
６，０６８

１２０，５９６
１３７，５１９
△６１１

１３６，９０８
３３１，９６５
３２３，５４６

３１７
３２３，８６３

６７，４０３
　８４５
　

６，０９５
１２０，５９６

１４０，６８６
３３５，６２８
３２３，６０８

３１８
３２３，９２６

△１４２
△０

２７
－

３，７７８
３，６６３
６１
０
６２

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（＊１）貸出金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（単位：百万円）

満期保有目的の債券

その他有価証券

当事業年度中に売却したその他有価証券

減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価
証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると
認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業
年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額は、７５百万円（うち、株式 ７５百万円）であります。

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、３９，３９１百万円であります。このうち
契約残存期間が１年以内のものが１２，０１６百万円あります。このうち個人向けカードローン及び総合
口座の当座貸越に係る融資未実行残高は、３７，７９６百万円、このうち契約残存期間１年以内のものが
１０，４２１百万円であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当金庫のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の
拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置を講じております。

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１百万円
退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０５
減価償却費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４
役員退職慰労引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６
賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４
有価証券評価損・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１２
偶発損失引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６
資産除去債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１
固定資産減損損失・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６
未払事業税・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６２
繰延税金資産小計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１２
評価性引当額小計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△５４０
繰延税金資産合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２
繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　
土地圧縮積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３
資産除去債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０
有価証券評価益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７３
繰延税金負債合計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８８
繰延税金負債の純額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１６百万円

会計方針の変更
（「収益認識に関する会計基準」の適用）
企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）（以下、「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による財務諸表への影響は軽微であります。
なお、収益認識会計基準第８９項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに
税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等相当額を控除しており
ません。
（「時価の算定に関する会計基準」の適用）
企業会計基準第３０号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日）等を当事業年度の期首から
適用し、時価算定会計基準第１９項及び企業会計基準第１０号「金融商品に関する会計基準」（令和元年
７月４日）第４４－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、
将来にわたって適用しております。

表示方法の変更
信用金庫法施行規則の一部改正（令和２年１月２４日内閣府令第３号）が令和４年３月３１日から施行
されたことに伴い、信用金庫法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

注１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　２．出資１口当たり当期純利益金額　　　　５０５円３９銭

23.

24.

25.

26.

27.

28.

29.

30.

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他
有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価格のない
株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した
建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　 　　１０年　～４０年
その他　　　　４年　～１０年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用の
ソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリース
資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額に
ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零と
しております。

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに
貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績率の過去の一定期間に
おける最大値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先
債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資管理部が資産査定
を実施しております。

賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業
年度に帰属する額を計上しております。

退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に
関する会計基準の適用指針」（平成２７年３月２６日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。
また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金
基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、
当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合
並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
①制度全体の積立状況に関する事項（令和３年３月３１日現在）
年金資産の額 １，７３２，９３０百万円
年金財政計算上の数理債務の額と最低　　　
責任準備金の額との合計額 １，８１７，８８７百万円
差引額 △８４，９５７百万円

②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和３年３月３１日現在）　　　０．２０７５％

③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１７８，４６９百万円であり
ます。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１９年０ヵ月の元利均等定率償却であり、
当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金４０百万円を費用処理して
おります。
なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで
算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える
ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を
計上しております。

役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」
「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務
から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものです。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行業務は、通常、対価の受領と同時期に充足される
ため、原則として、一時点で収益を認識しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除
対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。　
　貸倒引当金　　６１１百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として６．に記載しております。貸倒引当金の算出にあたり、
見積りの要素となる債務者区分は、債務者の実態的な財務内容、資金繰り、収益力や貸出条件及び
その履行状況等を総合的に勘案して検討しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の
判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しており
ます。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響、及び個別貸出先の業績変化等により、当初見積りに
用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす
可能性があります。

理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５９百万円

有形固定資産の減価償却累計額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，５１８百万円

有形固定資産の圧縮記帳額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０百万円

信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであり
ます。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は
一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条
第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証
見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその
有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 ６３６百万円

危険債権額 ４，２７０百万円
要注意債権額 １０２百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額 １０２百万円
小計額 ５，００９百万円
正常債権額 １３２，６１４百万円
合計額 １３７，６２４百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更正手続開始、再生手続開始の申立て等
の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に至ってはいないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い債権で破綻更生債権及び
これらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本及び利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生
債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及び
これらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される
債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　　　
手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより
受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、
その額面金額は５１１百万円であります。

担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券      　　　　　   　　　  ２００百万円
担保資産に対応する債務
日本銀行歳入金等の預金　　　　  ７４４百万円
上記のほか、為替決済及び信金中金借入金取引の担保として、預け金１３，５００百万円ならびに手形
交換決済の保証金として現金１百万円、水道事業担保として現金０．７百万円を差し入れております。

出資１口当たりの純資産額 　　１５，３１３円８７銭

金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）
をしております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業
推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理

当金庫は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、
個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応
など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による融資
協議会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、融資管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに
関しては、経理部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②　市場リスクの管理
　　(ⅰ) 金利リスクの管理

当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、
ALM委員会において決定されたALMに関する方針に基づき、理事会において実施状況の
把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ
分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで理事会に報告しており
ます

　　(ⅱ) 為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

　　(ⅲ) 価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用会議の方針に基づき、理事会の
監督の下、資金運用及び調達規程に従い行われております。
このうち、経理部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定の
ほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
経理部で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の
市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は経理部を通じ、理事会及び資金運用会議において定期的に報告されて
おります。

　　(ⅳ) 市場リスクに係る定量的情報
当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、

「預け金」、「買入金銭債権」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」であります。
当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行規則第１３２条
第１項第５号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に
定める事項」（平成２６年金融庁告示第８号）において通貨毎に規定された金利ショックを
用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的
分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動
金利群に分けて、それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利
変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、
上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合１．００％上昇等）が生じた
場合、対象となる金融商品の時価は７，９８８百万円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の

リスク変数との相関を考慮しておりません。　　　　　　　　
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が
生じる可能性があります。

　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を
考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件

等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を
開示しております。

金融商品の時価等に関する事項
令和４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります

（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、
次表には含めておりません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を
行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。

（2）買入金銭債権
時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（3）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によって
おります。投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２３．から２６．に記載しており
ます。

（4）貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引
当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが
困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前
の額。以下「貸出金計上額」という。）
② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を
市場金利で割り引いた価額

金融負債
(1)預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして
おります。また、定期性預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを
割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する
利率を用いております。

(2)借用金
借用金については、固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の
元利金の合計額を市場金利で割り引いて現在価値を算定しております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の
時価情報には含まれておりません。

（＊１）非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の
時価等の開示に関する適応指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

（＊２）組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用
指針」（令和元年７月４日）第２７項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めが
ないものは含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」が含まれており
ます。以下、２６．まで同様であります。

損益計算書の注記事項

非上場株式（＊１）
信金中央金庫出資金（＊１）
組合出資金（＊２）

合　計

５１
１，２２１

４
１，２７６

貸借対照表計上額区　分

１０，１７７
－

３０５

７，３０３

１６，７８７
３４，５７４

３６，０００
５４５

３，５６６

３３，３１５

３９，３１３
１１２，７４１

２，６００
３００

１，８９６

３４，７５４

３２，９８８
７２，５３８

３，６００
－

３００

３４，７４１

３９，８０７
７８，４４８

（単位：百万円）

預け金
買入金銭債権
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券の　
　うち満期があるもの
貸出金（＊）

合　計

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超1年以内

２６９，８００
３３

２６９，８３３

５３，７４６
１３２

５３，８７８

－
１５１
１５１

－
－
－

（単位：百万円）

預金積金（＊）
借用金

合　計

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

種 　 　 類
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計
地 方 債
社 債
そ の 他
小 計

４，０８５
３００
５４０

４，９２５
８８８
－

１，１００
１，９８８
６，９１３

４，１０８
３０３
５５５

４，９６７
８８５
－

１，０８８
１，９７３
６，９４１

２２
３
１５
４１
△３
－

△１１
△１４
２７

貸借対照表計上額 時　価 差　額
（単位：百万円）

合　計

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

種 　 　 類
株 　 　 式
債 　 　 券
国 　 債
地 方 債
社 　 債

そ の 他
小 　 　 計
株 　 　 式
債 　 　 券
国 　 債
地 方 債
社 　 債

そ の 他
小 　 　 計

１，９４６
５３，７３８
５，７６３
７，８３８
４０，１３７
９，７１５
６５，４００
９０９

３０，６０６
２，２３２
２，３４５
２６，０２８
２３，６７９
５５，１９５
１２０，５９６

１，２５３
５２，０４６
５，３８１
７，５５０
３９，１１４
９，０９０
６２，３９０
１，００２
３０，８６８
２，２８３
２，３５４
２６，２３０
２４，６２９
５６，４９９
１１８，８９０

６９２
１，６９２
３８１
２８８

１，０２２
６２４

３，０１０
△９２
△２６１
△５０
△９

△２０１
△９５０

△１，３０３
１，７０６

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
（単位：百万円）

合　計

貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えるもの

貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えないもの

（単位：百万円）

株 　 　 式
債 　 　 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
合 計

１，７８６
１，９０６
１，５０５
　１００
３００

６，７７７
１０，４６９

９７
４
４
－
０

１２９
２３１

０
３
３
０
－
２０
２４

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
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1.対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の

　対価として支払う「基本報酬」、及び在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。　
（１）報酬体系の概要
　【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度

　額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当金庫の理事会において決定しております。

　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。　
　【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を内規で定めております。
　ａ．決定方法　ｂ．決定時期と支払時期　

（２）令和3年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

　
（３）その他
　　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の
　運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２5年３月２９日付
　金融庁告示第２２号）第３条第１項第３号及び第５号に該当する事項はありませんでした。　

２．対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受ける
　報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和3年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
　注:１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。　２．「同等額」は 、令和3年度に対象役員に支払った報酬等の平均額とし
　　　ております。　３．令和3年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

平成4年から適用されている自己資本比率規制（ＢＩＳ規制）については、リスク管理手法の発展を受けて見直され、バーゼルⅡ
（新しい自己資本比率規制）として更に厳格な規制が適用されることとなりました。
バーゼルⅡは、第一の柱（最低所要自己資本比率）、第二の柱（金融機関の自己管理と監督上の検証）、 第三の柱（市場規律）の
3本の柱で構成されており、平成19年3月末（平成18年度末）から適用されました。
平成26年３月末からはバーゼルⅢが適用され、自己資本およびリスクアセットの算出方法が一部改定されました。

第一の柱では、最低所要自己資本比率を定めており、自己資本比率を算定するにあたり、分母となるリスクの計測を現行規制より
精緻化するという点が最も大きな特徴です。

銀行勘定の金利リスクや信用集中リスクなど第一の柱の対象となっていないリスクも含め、金融機関自らがリスクを適切に管理
し、リスクに見合う適正な自己資本を維持するという「自己管理型」のリスク管理と自己資本の充実が求められています。

開示の充実を通じて市場規律の実効性を高めることとされ、自己資本比率とその内訳、各リスクのリスク量とその計算手法等に
ついての情報開示が求められています。
第三の柱で求められている開示内容は、法令に定められた告示により「定性的な開示事項」と「定量的な開示事項」に大別されます。
当金庫では、本ディスクロージャー誌を作成するにあたり、法令に定められた告示に沿って開示内容を記載しています。

注:１．対象役員に該当する理事は7名、監事は1名です（期中に退任した者を含む）。 ２．上記の内訳は、「基本報酬」１09百万円、退職慰労金26百万円となっております。

（単位:百万円）

区　分
対象役員に対する報酬等

支払総額
135

■ 第一の柱について

■ 第二の柱について

■ 第三の柱について

役職員の報酬体系の開示について

バーゼル規制の概要について
バーゼル規制について
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当金庫の自己資本は、主に基礎項目で構成されています。令和3年度末の自己資本のうち、当金庫が積み立てているもの以外の
ものは、基礎項目では地域のお客さまからお預りしている出資金が該当します。

（単位：百万円）

経過措置による
不算入額

項　　目

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

経過措置による
不算入額

注： 自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫がその保有する資産等に照らし自己 
資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第21号)」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

13,938
496

13,461
19
ー
148
148
ー
ー
ー
ー

14,087

13,459
500

12,979
19
ー
155
155
ー
ー
ー
ー

13,614

131,937
△1,623
△1,623

ー
5,552
ー
ー

137,490

10.20%                 

126,889
△2,527
△2,527

ー
5,428
ー
ー

132,318

10.24%                 

49
ー
49
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
49

52
ー
52
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
52

令和3年度

14,037

令和2年度

13,562

（ロ）

（ハ）

（二）

（イ）

自己資本比率
自己資本比率（ （ハ）/（ニ） ）

自己資本
自己資本の額 （ （イ）ー（ロ） ）      　　
リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額      　　

コア資本に係る調整項目(2)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10%基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15%基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額      　　

コア資本に係る基礎項目(1)
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額      　　

自己資本調達手段の概要

自己資本の構成に関する事項

自己資本の構成に関する開示事項
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当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を十分保って
いると評価しています。なお、将来の自己資本の充実策については、年度毎に策定する収益計画に基づいた業務推進により利益
を計上し、資本の積上げをはかっていくことが重要であると考えています。

（単位：百万円）

信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計（注：1）
標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー（注：2）
現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
3カ月以上延滞等（注：3）
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出資等
出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

上記以外

証券化エクスポージャー
証券化

再証券化
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産
リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
ルック・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（250％）
蓋然性方式（400％）
フォールバック方式（1250％）
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係
る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
CVAリスク相当額を8%で除して得た額
中央清算機関関連エクスポージャー

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額（注：4）
単体総所要自己資本額（イ＋ロ）（注：5）

131,937
131,504

ー
ー
ー
ー
ー
41
ー
383
963
ー

13,211
27,586
28,602
12,018
15,872
843
20

2,188
ー

5,591
5,591
ー

24,180
7,221

1,390
ー
ー

ー
15,567

ー
ー
ー
ー
ー

2,056
2,056
ー
ー
ー
ー
ー

△1,623
ー
ー

5,552
137,490

5,277
5,260
ー
ー
ー
ー
ー
1
ー
15
38
ー
528
1,103
1,144
480
634
33
0
87
ー
223
223
ー
967
288

55
ー
ー

ー
622
ー
ー
ー
ー
ー
82
82
ー
ー
ー
ー
ー

△64
ー
ー
222
5,499

126,889
128,166

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
383
877
ー

12,496
25,696
29,210
12,518
14,476
383
26

2,186
ー

4,220
4,220
ー

25,691
8,458

1,442
ー
ー

ー
15,520

ー
ー
ー
ー
ー

1,250
1,250
ー
ー
ー
ー
ー

△2,527
ー
ー

5,428
132,318

5,075
5,126
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
15
35
ー
499
1,027
1,168
500
579
15
1
87
ー
168
168
ー

1,027
338

57
ー
ー

ー
620
ー
ー
ー
ー
ー
50
50
ー
ー
ー
ー
ー

△101
ー
ー
217
5,292

イ.

ロ.
ハ.

①

②

③-1
③-2

④
⑤

⑥
⑦

リスク・アセット
令和3年度令和2年度

所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

注：1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
3.「3カ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び
中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

4.当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。
　

5.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15%〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数 ÷8%

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他
外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調
整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融
機関に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関に係るその他外部TLAC関
連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る5%基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
上記以外のエクスポージャー

STC要件適用分
非STC要件適用分

自己資本の充実度に関する評価方法の概要

自己資本の充実度に関する事項

自己資本の充実度に関する開示事項
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開示事項

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

信用リスクとは、お取引先の財務状況の悪化や倒産などにより、融資の回収が困難となることによって損失を被るリスクのこと
です。当金庫では信用リスクを、管理すべき最重要のリスクであると認識し、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した
「クレジットポリシー（与信判断指針）」を盛り込んだ「信用リスク管理規程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促がすとともに、
信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しています。
信用リスクの評価につきましては、当金庫では従来から厳格な自己査定を実施していますが、平成19年度より信用リスク管理
システムを導入し信用格付や自己査定の一層の精緻化を図るとともに、信用リスクの計量化を進めています。
さらに、経営陣も参加する「融資協議会」や「リスク管理統括委員会」を定期的に開催し、特定の業種や大口取引に偏らない小口
多数取引でリスクの分散に努める等、適切な与信構造（ポートフォリオ）の構築に向けて、協議検討を行なっています。また、必要に
応じて「常務会」や「理事会」へも付議・報告する態勢を整備しています。

■  リスク管理の方針および手続の概要

■  信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

当金庫は標準的手法を採用しており、保有している資産の一部（有価証券等）について、以下の4社をリスク・ウェイトの判定に
使用しています。

■ 株式会社　格付投資情報センター　　　　　　　　   ■ 株式会社　日本格付研究所
■ ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク　　    ■ S&Pグローバル・レーティングジャパン株式会社

■  リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関

〈業種別〉 （単位：百万円）

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取 引

エクスポージャー
区分 3 カ 月 以 上 延 滞

エ ク ス ポ ー ジ ャ ーデリバティブ取引債　券

信用リスクエクスポージャー期末残高

業種区分

製 造 業
農 業 、林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体等
個 人
そ の 他
合 計

91
ー
ー
ー
114
ー
ー
ー
185
ー
471
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
862

258
ー
ー
ー
114
ー
ー
ー
15
ー
215
ー
3
ー
ー
ー
ー
150
0
ー
1
ー
759

16,219
ー
ー
ー

1,699
4,409
2,605
14,807
5,416
31,065
8,159
ー

400
ー
ー
ー
ー
ー
ー

25,192
ー
ー

109,975

15,035
ー
ー
ー

1,799
4,009
2,604
13,433
5,016
30,414
7,766
ー
400
100
ー
100
ー
ー
ー

27,297
ー
ー

107,975

10,532
223
63

1,046
14,411
987
266
1,347
7,243
3,020
31,723
306
719
404
2,077
1,986
184
5,374
4,759
2,155
50,011
2,576

141,422

10,579
243
95

1,076
14,475
735
251
1,437
6,722
2,218
31,799
310
581
399
2,155
2,052
196
6,186
4,775
2,511
50,862
2,570

142,237

28,383
223
63

1,046
16,119
5,468
3,112
16,458
12,724
102,540
42,912
306
1,119
404
2,077
2,017
184
5,374
4,919
27,349
50,011
7,531

330,349

27,013
243
95

1,076
16,298
4,855
3,165
15,065
11,781
100,219
41,739
310
981
499
2,155
2,174
196
6,187
4,956
29,808
50,862
7,017

326,706

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

令和3年度 令和3年度 令和3年度 令和3年度 令和3年度令和2年度 令和2年度 令和2年度 令和2年度 令和2年度

注：１．オフバランス取引は、デリバティブ取引を除いております。
　　２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは元金又は利息の支払いが約定日の翌日から３ヶ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
　　３．上記の「その他」は、裏づけとなる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難な投資信託等及び業種区分に分類することが
　　　 困難なエクスポージャーです。 具体的には、現金・固定資産などが含まれます。
　　４．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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開示事項

令和3年度令和2年度

■  一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

126
150
607
550
733
700

150
145
550
465
700
611

ー
ー
27
58
27
58

126
150
579
491
706
642

150
145
550
465
700
611

期首残高 当期増加額 当期減少額
目的使用 その他 期末残高

令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度

1 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
5 年 超 7 年 以 下
7年超 1 0年以下
1 0 年 超
期間に定めのないもの
合 計

50,236
60,737
25,983
23,979
43,279
116,065
10,067
330,349

12,427
6,390
7,771
8,773
23,698
78,395
3,965

141,422

7,904
16,215
18,197
14,906
18,580
34,069
100

109,975

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

53,263
56,817
24,853
23,340
45,417
114,288
8,724

326,706

12,321
5,876
8,678
7,780
24,317
79,288
3,973

142,237

7,522
17,940
15,875
15,536
19,000
32,000
100

107,975

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

注：1.オフバランス取引は、デリバティブ取引を除いております。
2.CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（単位：百万円）

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以
外のオフ・バランス取引

〈期間別〉

令和3年度令和2年度期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

債　券 デリバティブ取引

（単位：百万円）〈地域別〉

令 和 2 年 度
令 和 3 年 度

87,317
88,331

20,658
21,643

国内債券 外国債券

エクスポージャー
区分

令和3年度令和2年度令和3年度令和2年度

■  業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
〈業種別〉

注：1.当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分を省略しております。
2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：百万円）

製 造 業
農 業 、 林 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体等
個 人
合 計

期首残高 当期増加額 期末残高当期減少額
個別貸倒引当金

貸出金償却
目的使用 その他

86
0
ー
97
ー
ー
ー
5
ー
225
ー
18
6
ー
ー
ー
68
5
ー
36
550

89
ー
ー
102
ー
ー
1
64
ー
195
ー
ー
2
ー
3
ー
ー
5
ー
0

465

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
58
ー
ー
ー
58

86
0
ー
97
ー
ー
ー
5
ー
225
ー
18
6
ー
ー
ー
9
5
ー
36
491

89
ー
ー
102
ー
ー
1
64
ー
195
ー
ー
2
ー
3
ー
ー
5
ー
0

465

92
0
ー
111
ー
ー
ー
6
ー
248
ー
30
0
0
6
ー
66
4
ー
37
607

86
0
ー
97
ー
ー
ー
5
ー
225
ー
18
6
ー
ー
ー
68
5
ー
36
550

ー
ー
ー
15
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
5
ー
ー
6
ー
ー
ー
ー
ー
27

92
0
ー
96
ー
ー
ー
6
ー
248
ー
24
0
0
0
ー
66
4
ー
37
579

86
0
ー
97
ー
ー
ー
5
ー
225
ー
18
6
ー
ー
ー
68
5
ー
36
550

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

令和3年度令和2年度 令和3年度令和2年度 令和3年度令和2年度 令和3年度令和2年度 令和3年度令和2年度 令和3年度令和2年度

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　　　　計
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注：1.格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
200%
250%
1,250%
合計

（単位：百万円）■  リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
告 示 で 定 め る
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額

格付適用有り 格付適用無し
462
ー

20,713
ー

41,202
ー

4,714
ー
ー
ー
ー

56,286
36,449
58,350
34,335

23
32,784
42,736
484
ー

1,806
ー

378
ー

20,025
ー

36,722
ー

5,116
ー
ー
ー
ー

62,222
34,805
55,297
35,760

60
33,854
40,512
108
ー

1,840
ー

330,349

令和3年度

326,706

令和2年度
格付適用有り 格付適用無し

■  信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要　

信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法とは、信用リスク・アセット額の算出にあたり、信用リスクが低いと判断される資産について定められた方法に
より削減額を資産から控除し、信用リスク・アセット額を軽減することができる手法のことです。
当金庫は、リスク管理の観点から、お取引先の財務状況の悪化や倒産などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するために、お取引
先によっては、不動産等担保や信用保証協会保証による保全措置を講じています。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金
使途、返済 原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行なっています。また、判断の結果、担保または
保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいたうえでご契約いただく等、適切な取扱いに努めています。
バーゼル規制における信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な担保には、預金積金等があり、担保に関する手続きに
ついては、関連規程の定めにより、適切な事務取扱いならびに適正な評価・管理を行なっています。
また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、関連
規程の定めにより、適切な取扱いに努めています。なお、信用リスク削減手法の適用に伴なう信用リスクの集中に関しては、特に
業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されています。

■  信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

信 用リスク 削 減 手 法 が
適用されたエクスポージャー 

ポートフォリオ
信用リスク削減手法

ーー1,408 13,1761,448 14,138

令和3年度令和2年度
適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ

令和3年度令和2年度令和3年度令和2年度

注：当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

証券化エクスポージャーに関する事項

■  リスク管理の方針及び手続の概要
証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、
第三者に売却して流動化をすることを指します。
一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に分類されますが、
当金庫において当項目に該当するものは、有価証券等の投資の一環として購入したもののみです。
当該証券投資にかかるリスクの認識については、市場動向、裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報

などにより把握するとともに、必要に応じてリスク管理統括委員会、資金運用会議に諮り、適切なリスク管理に努めています。
また証券化商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内に限定するとともに、取引にあたっては、投資
対象を一定の信用力のあるものとするなど、適正な運用・管理を行っています。
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■  銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

■  貸借対照表計上額及び時価等 
（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等

6,601
1,286

6,601
1,286

5,329
1,339

5,329
1,339

注:1.投資信託中の株式については、評価差額は計上しておりません。（取得原価＝貸借対照表計上額）
　 2.非上場株式等には、時価のない株式の他、信金中金出資金・その他の出資金を含めています。

令和3年度令和2年度区　分 貸借対照表計上額 時　価貸借対照表計上額 時　価

銀行勘定における出資又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資
信託、その他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金が該当します。
当金庫では、市場リスク管理の中で、株式等について経営体力や管理能力等に見合ったリスク管理により適切な収益を確保する
ことを基本方針としています。
保有する上場株式等の銘柄について毎日評価額を把握するとともに、評価額が著しく下落した場合には、内部規程に基づき適切
に処理することとしています。
上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスクの認識については、時価評価及び最大予想損失額（ＶａＲ）による
リスク計測によって把握するとともに、運用状況に応じてリスク管理統括委員会、資金運用会議に諮って投資継続の是非を協議する
など、適切なリスク管理に努めています。また、株式関連商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内での
取引に限定するとともに、基本的には債券投資のヘッジ資産として位置付けており、ポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮
した運用を心掛けています。
非上場株式、その他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金に関しては、そのリスクの状況について、財務諸表や運用
報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施し、適切なリスク管理に努めています。
なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っています。

■  出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

売 却 益
売 却 損
償 却

203
0
75

385
4
ー

令和3年度
（単位：百万円）

令和2年度

注：実際に市場で売却した、株式及び上場不動産投資信託（Ｊリート）・株価指数連動型投資信託（ＥＴＦ）について、計上しております。

出資等エクスポージャーに関する事項

開示事項

■  証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
当金庫は標準的手法を採用しています。

■  証券化取引に関する会計方針
当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品に
関する実務指針」に従った、適正な処理を行っています。

■  証券化エクスポージャー

■  証券化エクスポージャーの種類毎のリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4機関を採用しています。

■ 株式会社　格付投資情報センター　　　　　　　　   ■ 株式会社　日本格付研究所
■ ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク　　    ■ S&Pグローバル・レーティングジャパン株式会社

・・・・・・・・・・該当ありません。
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■  リスク管理方針及び手続きの概要

■  金利リスクの算定方法の概要

■  金利リスクに関する事項

金利リスクとは、市場金利の変動により、金融資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいます。
銀行勘定の金利リスク（IRRBB）は、金利が変動することによって、保有する資産や負債等の価値（現在価値）や、貸出金や借入金
の金利差などから得る将来収益（金利収益）が変動するリスクをいいます。
当金庫の内部管理上で定められた銀行勘定の金利リスクは、毎月月末日を基準として計測し、リスク管理統括委員会に報告
され、業務計画やリスクの状況をモニタリングし、各種施策やリスクコントロール等の議論・検討を行っています。

開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（注１）及びΔNII（注2）について
流動性リスクに割り当てられた金利改定の平均満期　　1.25年
流動性リスクに割り当てられた最長の金利改定満期　　5年
流動性預金への満期の割当方法及びその前提　　　　金融庁が定める保守的な前提
その他の行動オプション等は考慮していません。

（単位：百万円）

項番

IRRBB 1：金利リスク

8,549
0

6,402

8,549

620
0

620

605
18

605

7,988
0

6,276

7,988

14,037 13,562

1
2
3
4
5
6
7

8

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

ΔEVE ΔNII
前期末当期末 前期末当期末

前期末当期末

ロ ハ 二イ

ヘホ

注:1.IRRBBのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されます。
　 2.IRRBBのうち、金利ショックに対する算出基準日から12か月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されます。

銀行勘定における金利リスクに関する事項

■  貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額   
（単位：百万円）

評 価 損 益 ーー
令和3年度令和2年度

■  貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額   
（単位：百万円）

評 価 損 益 9041,058
令和3年度令和2年度

注：株式・優先出資証券、投資信託中の上場不動産投資信託（Jリート）・株価指数連動型投資信託（ETF）について、計上しております。

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250%）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400%）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1,250％）を適用するエクスポージャー

8,900
ー
ー
ー
ー

7,215
ー
ー
ー
ー

令和3年度
（単位：百万円）

令和2年度

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
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開示項目一覧
HANDA SHINKIN BANK REPORT : 2022

愛知県半田市御幸町8番地
TEL 0569-21-8211（代）

https ://www.hanshin-ca.co.jp

地域のくらしの応援団

　本誌は、信用金庫法第89条（銀行法第21条の準用）等に基づいて作成したディスクロージャー資料（業務及び財産の状況に関する説明書類）です。
その開示項目は信用金庫法施行規則に定められておりますが、その開示項目は以下のページに掲載しています。

■金庫の概況及び組織に関する事項
経営方針
役員の状況
主要な業務の内容
組織図
事務所の名称・所在地

3
16
16
16

32～33

資料編本編

■金庫の主要な業務に関する事項
最近5年間の主要な経営指標の推移
経常収益
経常利益・当期純利益
出資総額及び出資総口数
純資産額・総資産額
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
出資に対する配当金
職員数
単体自己資本比率

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

■業務の運営に関する事項
地域密着型金融の取組方針について
金融仲介機能の発揮に向けた取組みについて
リスク管理態勢
コンプライアンス（法令等遵守）態勢
反社会的勢力に対する基本方針
金融商品に係る勧誘方針
コンプライアンス（法令等遵守）宣言
個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）
環境問題への取組みについて

8～9
10～11

20
21
21
22
22
22
24

資料編本編

■財産の状況
経営者保証に関するガイドラインへの取組み
信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び
金融再生法開示債権の状況
信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び
金融再生法開示債権の保全・引当状況
有価証券の残存期間別残高
有価証券の種類別の平均残高
有価証券の時価情報
金銭の信託の時価情報
規則第102条第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ取引）
貸借対照表
損益計算書
剰余金処分計算書
貸借対照表・損益計算書の注記事項
新自己資本比率規制（バーゼル規制）の開示

5
5
6
6
6
7
8
8

9～10
11～18

9

14

14

■その他
当金庫における苦情処理措置・紛争解決措置等の概要
営業のご案内
トピックス
手数料一覧
貸出運営についての考え方
役職員の報酬体系の開示について
当金庫の沿革

4
11

23
25～27
28～29
30～31

34

■総代について
信用金庫と総代会について
総代候補者選考基準
総代の選任方法
第92期通常総代会の決議事項
総代の状況

17
17
17
18
19

■半田信用金庫と地域社会
地域社会の活性化を目指して
活動実績

4～5
6～7

資金運用収支の内訳
受取利息及び支払利息の増減
業務粗利益
業務純益
利益率及び利鞘
預貸率
経費の内訳

2
2
2
2
3
3
3

経営指標の推移
（主要業務の状況を示す経営指標）

貸出金平均残高
貸出金残高
貸出金の担保別内訳
債務保証見返の担保別内訳
個人ローン残高の内訳
代理貸付残高の内訳
貸出金業種別内訳
貸出金使途別内訳

4
4
4
4
4
4
4
4

（貸出金等に関する指標）

有価証券の残存期間別残高
有価証券の種類別の平均残高
預証率

5
5
5

（有価証券に関する指標）

預金・譲渡性預金の平均残高 3
（預金に関する指標）


